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創造的破壊による経済の復活

水 野 順 子

概 況

年の韓国政治は，北朝鮮の金正日総書記がいつソウルを答礼訪問するかが

最大の焦点であった。訪問が実現しなかったことは，結果として対北朝鮮宥和

（太陽）政策をとる金大中政権を追いつめることになった。また， 月 日アメリ

カで起こった同時多発テロは，韓国がアメリカの忠実な同盟国であることを顕示

する機会となり，金大中大統領の政治手腕は評価されたが，その後の北朝鮮とア

メリカの関係の悪化は，政府を窮地に追い込んだ。

経済は，アメリカ経済の後退の影響を受けて，年初から輸出が減速し始めた。

後半からアメリカ経済が回復すると期待されていたものの， 月 日の同時多発

テロは，その期待を裏切り，輸出による回復は絶望的となった。ところが大方の

予想を超えて，韓国経済は堅調な内需に支えられ，輸出の低迷にもかかわらず，

それほどの落込みを見せなかった。その要因は，民間消費の拡大が底を支えてい

たためであった。民間消費は， 年の 字型の回復にも寄与していたが，

年， 年は設備投資と輸出の伸びが大きくその効果は相対的に小さなものであ

った。しかし，設備投資と輸出が低迷し出すと，民間需要のみ増加していること

が明らかになった。韓国の経済成長が，外需主導から内需主導に構造転換してい

る姿が浮き彫りになった。

外交政策は，アメリカにブッシュ大統領が誕生したことで対北朝鮮太陽政策の

基盤が大きく揺らぐことになった。金大中大統領は，いち早くブッシュ大統領と

会談し，対北朝鮮太陽政策に対して支持を取り付ける必要があった。韓国政府は，

さまざまなルートを用いてブッシュ大統領との早期会談の実現に漕ぎ着けた。韓

米首脳会談では，対北朝鮮政策を支援するというブッシュ大統領の発言を引き出

すことに成功したものの，アメリカの対北朝鮮強硬政策によって太陽政策の転換

を余儀なくされている。また，対日外交は，日本の教科書問題と小泉総理の靖国

神社参拝問題で緊張し，その収拾に苦慮した。

概 況

年の韓国年の韓国



アメリカ同時多発テロに関する韓国政府の対応

金大中大統領は， 月 日アメリカのニューヨークとワシントンで同時に起き

たテロの報告を受け，同日夜 時 分ブッシュ大統領に哀悼の意を伝える電文を

送り， 韓米相互防衛条約の精神に基づき，アメリカに対する支援を惜しみなく

行っていく と述べた。これと同時に，国防，外交，行政自治などの関連大臣に

国防警戒態勢を強化するよう緊急に指示した。 日午前 時には大統領府で国家

安全保障会議を緊急に招集し，テロの影響と対策について協議した。また金大中

大統領は，テレビの生放送を通じて われわれは，同盟国であるアメリカの政府

主要機関が無差別テロ攻撃をうけた悲惨で惨憺たる現実を目の当たりにし，（中

略）人類の生命と安全を脅かすテロ行為を強く糾弾 すると政府の立場を表明し

た。

日，韓・米両軍は，在韓米軍基地に対するテロの警戒を大幅に強化した。在

韓米軍は，同日夜から準戦時体制の作戦デフコン（DEFCON） を実行に移した。

また，韓国国防部と合同参謀本部は，危機措置班を招集し，テロ対策の全面的な

再チェック作業に着手した。空軍は，首都圏の空域を飛行する航空機に対する監

視および，防空非常待機態勢を強化した。前線地域を担当している陸軍は，海岸，

河川の監視を強化し，出動態勢を整えた。

日午前，法務部は緊急幹部会を開き，国際テロリスト約 人の入国拒否を

指示した。このため仁川国際空港をはじめとする主な国際空港では，入国審査を

強化し，パスポートの偽造や変造，本人の確認を徹底するように出入国管理事務

所に指示した。

日，韓国の国会は 対米テロ攻撃糾弾決議案 を採択し， ハイジャックさ

れた民間航空機などを利用し，無差別大量殺傷をした今回のテロ攻撃は，どんな

名分でも正当化することのできない，許し難い蛮行だ と発表した。

月 日，金大中大統領は，アメリカのアフガニスタンに対する軍事攻撃につ

いてブッシュ大統領と電話で意見を交わし，テロ報復に向けたアフガニスタン攻

撃に全面的な支持を表明し協力と支援を惜しまない，と伝えた。これに対してブ

ッシュ大統領は，謝意を表明した。

国 内 政 治

年の韓国



内閣改造

金大中政権は， 月 日内閣を大幅に改造した。改造の特徴は，与党から積極

的に起用を行ったという点にある。国家情報院長に辛建・元国家情報院次長を任

命し，統一部長官（大臣）に林東源・国家情報院長を任命した。また，大統領府政

策企画首席秘書官に朴智元・前文化観光部長官を起用するなど大統領の側近で固

め，結束を強化する意図がみられた。この改造で，民主党から 人，自由民主連

合から 人，民国党から 人が入閣し， 党連立内閣 体制が強化された。

野党ハンナラ党はこの改造を批判し，内閣総辞職勧告決議案を国会に提出する

ことを検討すると発表し，李会昌総裁は，元・前長官ら大統領の側近で固めた点

を指し 国民を愚弄した内閣改造 と述べた。

補欠選挙敗北と与党内対立

月 日地方自治体長の再選挙・補欠選挙があり，与党新千年民主党（以下，

民主党と略記）は候補を出した選挙区で全敗した。特に，民主党の基盤である全羅

道（全羅北道・群山市長）と首都圏（ソウル恩平和区）で敗北したことに大きな衝撃を

受け，これに対する対策で党内の対立が深まった。

月 日に行われたソウル，九老，江原の国会議員の再選挙・補欠選挙でも，

野党ハンナラ党が全勝し，民主党は 議席も獲得できなかった。この結果，ハン

ナラ党は 議席となり，民主党は 議席にとどまった。一連の選挙結果に，初

当選の若手議員らは金大中大統領の古くからの同志である東橋洞系とよばれる議

員に対する批判を強め，直ちに大統領府の刷新を行うべきで，同党の元役員であ

る権魯甲，朴智元・大統領府政策企画首席秘書官および韓光玉ら党 役らは責任

をとって退陣すべきであると主張した。これに対して批判の対象となった権魯甲

は， 責任を負わせようとしている と強く反発し，大統領側近と若手議員の対

立が深まった。

月 日，民主党の韓光玉ら 人が党役員を集団で辞職すると発表した。 月

日，金大中大統領は，党内の内紛収拾のため 党員や支持者達に失望を与えた

ことに対する責任を痛感し 責任をとり民主党の総裁を 日に辞任すると発表し

た。また，民主党役員が辞表を提出したので，金大中大統領は韓光玉を除いて辞

表を受理するとし， 党が人的に大きく刷新することを期待する と述べた。

創造的破壊による経済の復活



マスコミに対する税務査察

政府は，新聞各社が脱税をしているとしてマスコミの税務調査を行い，これが

野党を巻き込む政治問題に発展した。金大中大統領は， 月 日の年頭記者会見

で 言論改革を求める世論が非常に強い と発言した。 月 日国税庁は，マス

コミ 社に対して税務調査の予定を通知し，歩調を揃えるように公正取引委員会

もマスコミの系列企業の不当取引の調査を始めた。 月 日公正取引委員会は，

マスコミ 社に 億 の課徴金を課した。続く 日，国税庁は査察の結果マス

コミ 社に 億 の追徴金を課した。同時に大手新聞である 朝鮮日報 ， 東

亜日報 ， 国民日報 の大株主と法人， 大韓毎日 ， 中央日報 ， 韓国日報

の法人を租税犯処罰法違反の疑いなどで検察に告発した。国税庁が告発したマス

コミ法人等に対する検察の調査中に， 東亜日報 の元名誉会長夫人がマンショ

ンから飛び降り自殺した（ 月 日）。かつて，軍事政権時代に民主化を金大中大

統領と共に戦った 東亜日報 であるだけに，この自殺は，政府のマスコミ弾圧

として世界の注目を集めることとなった。 月 日の初公判で， 朝鮮日報 の

方相勲社長は， 国税庁の税務調査が行われる前から，対北朝鮮問題を含め，（政

府に）批判的な 朝鮮日報 の社説やコラムに対する（政府の）不満が，いろいろな

経路を通して私に伝わってきた。税務調査の後，そのような社説やコラムを書い

た方達に関連し（政府の）不当な要求もあったが，（私は）拒否した。その時，すで

に監獄行きを覚悟した と陳述し，政府の税務調査に名を借りた言論弾圧である

と批判した。国際言論機構がこの事態に注目し， 月初めに国際新聞編集者協会

（IPI）や世界新聞協会などからなる国際言論機構の合同調査団が，韓国を訪問し，

調査を行った。 IPI は，フランスのパリで開催された理事会で，拘束された新聞

社の 大株主の釈放を促した（ 月 日）。このほか海外のマスコミも， 大新

聞社は特に現政権に批判的だった。（ 大新聞社は）金大中大統領が言論の自由を

窒息させるため税務調査を利用したと非難してきたが，政府はこれを否定してい

る （AP 通信）， マスコミ弾圧だという非難が出ている （NHK）と報道した。

マスコミの税務調査をめぐり，与野党，学者，文化人，市民団体，宗教関係者

から賛否両論が発表され社会が二分される事態に発展した。そのなかで，ハンギ

ョレ新聞の元大統領府担当記者が著書のなかで，マスコミに対する今回の調査が

マスコミ弾圧のため政権レベルで企画されたものであると経緯を公表したため，

野党を巻き込む国会での攻防に発展した。

月に入り，野党議員 人全員による マスコミ大株主釈放 建議書がソウ

年の韓国



ル地方裁判所に提出され， 朝鮮日報 の方相勲社長は保釈されることが決定し

た。

実現しなかった金正日総書記のソウル答礼訪問

年の南北関係に関する最大の関心事は，北朝鮮の金正日総書記がいつ韓国

を訪問するのか，ということであった。 年 月に行われた南北首脳会談以降，

韓国政府は 年の 花の咲く頃にソウルを訪問する と公言してきた。金大中

大統領の年頭記者会見（ 月 日）でも 金総書記のソウル答礼訪問は予定どお

り と述べ， 月 日には， 金総書記がモスクワに行くため，ソウル答礼訪問

はそれ以降になるだろう と明らかにし， 月末か南北首脳会談 周年（ 月

日）前後の時期になると示唆する発言をした。しかし，その 花の咲く頃 がす

ぎても北朝鮮からの連絡はなく，金大中大統領は， 金正日総書記が（答礼訪問の

時期について）確固とした立場を明らかにすることを期待している （ 月 日）と

苛立ちを表明し， 月 日の CNNのインタビューでは 金総書記は，可能な限

り早くソウルを訪問しなければならない と呼びかけるようになった。金正日総

書記のロシア訪問が当初の 月から 月に延期され，また中国の江沢民国家主席

が， 月初めに北朝鮮を訪問すると決まった。 月 日ロシアを訪問した金正日

総書記は，プーチン大統領との会見で アメリカの強硬政策が最大の難関とな

り ， 訪韓のための条件が整っていない と述べたことをモスクワの外交消息筋

が伝えた。さらに北朝鮮が最も強く要求する 万 電力支援に関して，アメリカ

の要請で韓国が論議を留保した。北朝鮮は，この支援の見返りとして答礼訪問を

位置づけているため，交渉が進まない限り答礼訪問をしないことは明らかであっ

た。

月に入ると北朝鮮は， 月 日の同時多発テロに対応した韓国内の警戒態勢

強化を非難し始めた。このことは年内にソウルを訪問する可能性がきわめて少な

いことを意味した。

南北閣僚級会談

月 日開催される予定であった第 回南北閣僚級会談は，北朝鮮の突然の

不参加 の通知で無期限に延期されることになった。統一部は，北朝鮮が 日

午前に北朝鮮側団長である全今振内閣責任参事名義の通知文を韓国側首席代表で

ある朴在圭統一部長官宛に送り， いろいろ考慮したが，今日（ 日）の会議に参

創造的破壊による経済の復活



加できなくなった と通知してきた，と発表した。この通知に対して韓国は，

大変遺憾である と表明し，会談の早期開催を促した。また同時に韓国政府は，

緊急対策会議を開いて議論したが，早期開催を重ねて北朝鮮に伝えることにした。

この延期の理由について，多くの専門家は，韓米首脳会談の結果が影響している

と分析し，早期再開の可能性が低いことを指摘した。アメリカは，このような韓

国内の分析に対して 南北閣僚級会談の延期はアメリカのせいではない と述べ，

北朝鮮は，過去にも会談を取り消した前例が数度あり，これらの会談は結局日

程が再調整された とコメントし，アメリカは韓国政府の対北朝鮮融和政策を支

持していると改めて述べた。

月 日ソウルで第 回閣僚級会談の全体会議と首席代表による協議が行われ

た。内容は， 月以降の対話中断により南北間ですでに合意されながら，実行さ

れてない京義線の連結問題，開城工業団地の建設問題，離散家族問題の解決案で

あった。 日に開かれた 回目の全体会議と実務会談で， 月中旬に離散家族訪

問団を交換するため，第 回赤十字会談を開くことで意見の歩み寄りをみた。

月 日から 日まで第 次離散家族訪問団の交換がソウルと平壌で同時に実

施された。

月 日から北朝鮮の金剛山で開かれた第 回閣僚級会談は，次回の日程も決

めることができないまま成果なく 日決裂した。

年の GDP 成長率は，第 四半期に ％，第 四半期 ％，第 四半期

％と次第に減速傾向を強めたが，第 四半期には ％と民間需要に支えられ

回復をみせ，年間の経済成長率は ％，貿易収支は 億 の黒字で比較的良好

なパフォーマンスであった。

年はアメリカの IT 不況で始まり，韓国の輸出に大きなマイナスの影響を

与えた。輸出の対前年同月比伸び率は， 年 月に ％と 年 月以来

カ月ぶりのマイナスを記録した。 月には輸入の対前年同月比も ％と

年 月以来のマイナスとなった。 月の貿易収支は，輸入が大幅に減少した

ので黒字を維持できた。

下半期に入り 月 日の同時多発テロのためアメリカ経済が急激に萎縮し，年

間の輸出は対前年比 ％の大幅な減少となった。国別で輸出がマイナスにな

経 済
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ったのは，アメリカのみならず日本， EU，中国，反面輸出が伸びたのは，中南

米，アフリカ地域であった。品目では半導体，コンピュータ，鉄鋼，石油化学製

品，繊維類が振るわなかった。しかし，携帯電話などの無線通信機器は ％以上

の伸びを示し，自動車，船舶，一般機械も好調であった。

国内の産業活動の萎縮により生産に投入される原材料および設備投資のための

資本財の輸入もマイナスとなり，年間で ％であった。設備投資も対前年比

％と振るわなかった。

これまで韓国経済を牽引してきた輸出と設備投資の二つの要因がマイナスに転

じるなかで，政府の内需を刺激する減税政策の効果もあり，国内民間消費と建設

投資が堅調に伸びたのが第 四半期の成長率を支えた。民間消費の内容をみると，

自動車，家具，家電製品等の消費が伸びている。国内の消費心理は引き続き堅調

に上向きである。

失業率は， 月の完全失業者数が 万人を割込み，完全失業率は ％に低下

した。 月の完全失業率は ％と経済危機後最低の記録になった。失業率が低

下したのは，派遣雇用が増加したことならびに中小企業の開業が雇用機会の増大

に寄与したことによる。

韓国通貨のウォンが大暴落した 年 月 日からちょうど 年後の 年

月 日，政府は 年の経済運営 を発表した。このなかで経済危機の直後に

発足した金大中政権のこの 年間の成果を強調している。具体的には， GDP

成長率が 字型の回復を示し，失業率が低下したことはもちろん， IMF から

の借入金 億 を 年 月 日に当初の予定より 年前倒しで全額返済した

こと， 外貨準備高は， 年 月 日には 億 まで減ってしまったのに対し

て， 年 月には初めて 億 を突破し， 月 日には 億 に積み増し

され，世界第 位の外貨保有国になったこと， 金利は， 年 月 日に当座

貸出し金利が ％にまで引き上げられたものの， 年には ％にまで低下し

たこと，そして 年には対外純資産が 億 であったものが 年には

億 と黒字転換したことなどである。この間，外国から資金を呼び込むため

に，外国投資を促進し， 年の外国投資額が 億 でしかなかったのに対して，

投資誘致団の派遣や投資規制の緩和を含むさまざまな優遇措置を講じた効果もあ

って 年には 億 の投資があったとしている。

短期間に経済危機を克服した金大中政権であるが，その回復のメカニズムは，

金大中大統領が何度も強調する 国民の政府 中産層の育成 という言葉のな

創造的破壊による経済の復活
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かにみることができる。金大中大統領は，もともとその支持基盤が労働者や中小

企業，都市の下層の人々であった。金大中大統領以前の大統領の支持基盤が，エ

リートや大企業グループという上層部であったのと対照的であった。したがって，

金大中大統領は，経済の民主化を達成することが，大統領自身の支持基盤を広げ

ることにもつながり，国民経済のあり方としても望ましい姿であると考え，当初

から 民主的な市場経済の定着 （本年報 年版 年の韓国──IMF 融資条件

下の経済政策 ページを参照）を目標として掲げていた。その意味するところは，

金大中政権以前の経済構造は，財閥と呼ばれる一握りの大企業グループが政府の

コントロールする間接金融市場から資金調達をし，過剰ともいえる大規模投資を

し，輸出主導によって成長する経済構造であったのに対して，金大中政権の目指

す経済構造は，直接金融市場から大企業ばかりでなく中小企業も資金調達ができ

る構造であり，市場は輸出市場というよりは，国民自身のための内需を深耕する

という構造である。すなわち，韓国経済は構造転換したことで，図 にみるよう

に民間需要に支えられた持続的な回復をしている。具体的には，大企業よりは中

小企業を，外需よりは内需を，供給よりは需要を育てるという枠組みのもとに資
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金調達構造を転換させた。直接金融であれば，政府と企業が癒着することなく，

資本市場の評価相当の資金調達ができ，大企業も中小企業も平等である。ここで，

失業率が低下したとはいえ労働者はいったん解雇され，派遣という不安定な形態

で雇用されている状況の下で，民間消費が伸びるのは矛盾するようにみえる。確

かに，ジニ係数はわずかであるが悪化し，所得格差は拡大している。しかし，家

計消費が伸びているのは，資産効果，すなわち株式市場に個人投資家が投資し，

株価の値上がりを背景にクレジット・カードでの消費が増えているためである。

この無数の個人投資家は， 蟻軍団 とよばれ，インターネット取引により韓国

株式市場の底を支えると同時に消費構造を支えている。また，クレジット・カー

ドによる購入は，上限を定めて付加価値税が還付される。金大中政権の構造転換

はほぼ成功したといえそうである。 年の経済運営 のなかで，金大中大統

領は，政権の最後の 年である 年の目標は，この 民主的な市場経済の定着

である ，と述べている。

このような経済構造の転換は，金融の構造改革，企業の構造改革，労働市場の

構造改革，公企業の構造改革（民営化）という四つの改革を軸として行われてきた。

月 日に 大部門構造改革点検会議 が開催され，政府主導の改革は終了し

たとして，今後は民間ベースで実施するという第 ステージに入った。

金融構造改革

年の金融構造改革の課題としては， 第 四半期に金融持株会社を発足さ

せる， 総合金融会社を投資銀行に転換， 企業の社債償還支援などがあげられ

た。

について， 月 日ハンビット銀行，平和銀行，慶南銀行，光州銀行および

ハナロ総合金融会社の 社は株主総会を開き，株式移転方式による金融持株会社

設立案を通過させ， 社を 社にまとめた ウリ金融持株会社 が 月 日正式

に発足することになった。国務総理の直属組織である金融監督委員会は， 月

日の会議でウリ金融持株会社の設立を許可し，予定どおり資本金 兆 億 で

発足した。 月から 月にかけて，金融持株会社は， 社増え，累計で 社にな

った。ウリ金融持株会社は， 年上半期には生命保険会社を子会社として設立

し，生命保険市場に参入すると発表した。持株会社の設立には，負債比率 ％

以内，資産総額 億 以上，子会社持株の合計が総資産の ％以上，子会社株

式に占める持株比率（上場企業 ％以上，非上場企業 ％以上）の制限がある。

創造的破壊による経済の復活



について， 月 日錦湖総合金融と錦湖キャピタルが合併契約をし，錦湖総

合金融となることになった。すでに，東洋総合金融会社と現代総合金融会社の合

併が決まっており，合併が終了次第，リーゼント総合金融会社がこれに合併され，

東洋現代総合金融会社となるので， 年に 社あった総合金融会社業界は，東

洋現代総合金融会社，錦湖総合金融，ハナロ総合金融会社，韓仏総合金融会社の

社に再編され投資銀行に転換することになった。

について 年の危機後，韓国企業の多くは資金不足に陥ったが，不良債権

の処理に追われ貸し渋りを強める銀行から借入れができず，資金調達を社債でま

かなった。したがって 年から 年にかけて 年物の社債が大量に発行され

た。財政経済部は， 兆 億 の社債が 年に償還期日を迎えるとし，政府

系金融機関が，その償還を支援する決定をした。 月 日韓国産業銀行は，現代

電子，現代建設，現代商船，高麗開発産業，双龍建設，星信セメント工業の 社

の約 億 の満期到来社債を買い取る方針を決定した。 月 日，産業銀行等

の債権団は，ハイニックス半導体，現代石油化学，現代商船，現代建設，双龍セ

メント等 社の 月満期到来の社債を買い取ることを決定した。しかし， 月

日ハイニックス半導体は，年末までにさらに 兆 億 の社債が満期になるこ

とから，社債の償還を凍結することを決定した。同社は破綻処理が不可避となり，

月 日債権金融機関の管理下におかれ外国企業へ売却されることとなった。

金融部門は，政府の果敢な公的資金の投入と金融機関の整理の結果，良好なパ

フォーマンスに達した。 年 月までに金融機関に 兆 億 （約 兆円）

規模の公的資金が投入された。投入された公的資金の額を年度別にみると，

年に 兆 億 投入， 年 兆 億 ， 年 兆 億 ， 年 兆

億 であった。主な機関別では，銀行約 兆 ，保険会社約 兆 ，総合金

融会社約 兆 であった。主な支出形態は，出資約 兆 ，不良債権買取り約

兆 であった。金融機関の整理再編では， 年 月末までに 社の不良金融

機関が整理された。

このような構造改革の結果， 月末の銀行の不良債権の比率は， ％となり，

合計で 兆 億 ， 年末の ％， 兆 億 から大幅に縮小した。

年の銀行の収支決算は，不良債権に対して 兆 の貸倒れ引当金を積んでも

過去最高の 兆 の純利益となった。

年の韓国



企業の構造改革

企業の構造改革は， 年にフレームワークが提示され，また業種交換（ビッ

グ・ディール）という強制的な業種整理の方法が採られた。その結果は，図 およ

び 参考資料 に示すように大宇グループの崩壊と現代グループの解体となった。

大宇グループの会長は， 月 日， 兆 の粉飾決算容疑で国際手配された。こ

れに関連して社長経験者 人が逮捕されている。過剰投資で赤字に陥った企業は

淘汰された。しかし，早期に構造改革を終了した LG，三星は復活の軌道に入った。

公企業の構造改革

月 日政府は第 次公企業民営化推進会議を開き，韓国通信公社，韓国電力

公社，韓国タバコ人参公社，地域暖房公社，韓国ガス公社の合計 社を民営化す

ると決定した。具体的には，韓国タバコ人参公社は，政府および銀行が所有する

％の株式のうち ％を年末までに売却する，また韓国ガス公社は，本社と 子

創造的破壊による経済の復活
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（出所） 住友商事株式会社 藤田徹氏作成資料をもとに筆者作成。
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会社に分割後， 年に本社と 子会社を民営化する，韓国通信公社は，政府保

有の ％の株式を国内で売却することになった。 月 日には，公企業の子会

社 社について， 社を民営化，統廃合 社，その他 社で合計 社を整理する

方針を決定した。

対アメリカ

確定が遅れていたアメリカ大統領選挙が終わりブッシュ大統領が誕生するや，

金大中政権は，早期の韓米首脳会談実現に総力をあげた。金大中大統領系の在米

韓国人組織が，米大統領選挙でゴア候補を支持していた経緯もあり，早期会談が

実現できなければ，ブッシュ政権が金大中政権を支持してないという印象を韓国

対 外 関 係



内に与えることを危惧したからである。また，金大中政権は，ブッシュ政権には，

クリントン前政権に比べて外交安保政策では強硬論者が多いと分析し，対北朝鮮

政策の何らかの修正は避けられないと判断したため， 月に外交通商相を派遣し

韓米協調の必要性を説明し，引き続き太陽政策の理論的支柱である林東源国家情

報院長を非公式に派遣し説明をした。このような準備を経て， 月 日金大中大

統領は韓米首脳会談に臨んだ。

韓米首脳会談後の共同プレス声明では， 太陽政策， 北朝鮮が核を凍結する

代わりに軽水炉 基を建設するとした 年の米朝 枠組み合意 ， 昨年の南

北首脳会談に続く 回目の南北首脳会談など，韓国側が最低合意を確保したいと

していた課題については支持を得た。しかし，ブッシュ大統領は 北の指導者に

対し，私は懐疑心を持っている と明言した。

対日本

年の日韓関係は，教科書問題，小泉首相の靖国神社参拝問題など金大中政

権発足以来，初めての緊張した関係になった。

教科書問題と靖国神社参拝問題

月 日韓国政府は，日本の 新しい教科書をつくる会 が作成した中学歴史

教科書に対する対策会議を開き，当該教科書が検定に合格しないよう日本政府へ

の働きかけを更に強めることを決めた。

その翌日，抗日独立運動の記念日である 月 日， ・ 運動 記念行事に

おいて金大中大統領は，当該教科書に間接的に言及し 日本が正しい歴史認識を

持ち，近隣諸国と未来志向的な友好協力関係をさらに発展させるため努力するこ

とを期待する と述べ，日本政府に善処を求めた。金大中大統領が，教科書問題

に関連して公式に憂慮の念を表明したのは初めてであった。

月 日，この問題で事実上の韓国政府特使として訪日した金鍾泌元首相は，

森首相を訪問し憂慮を伝えた。これに対して森首相は，国定教科書ではなく検定

に基づいて合否が決まる制度であるという説明を繰り返した。

月 日の植民地解放を記念した 光復節 で金大中大統領は，小泉首相の靖

国神社参拝問題を含めて，日本に関係修復を促した。

サンマ漁業問題

年 月にロシアは，韓国と漁業協定を締結し，北方四島の周辺水域におい

て韓国船が 月から 月にかけてサンマ漁を行うことを認めた。これに対して日
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本は懸念を表明していたが， 月 日武部農水相は，日本の主権を損う行為であ

ると韓国とロシアを批判し，韓国に対して三陸沖での操業を認めない対抗措置を

とった。この問題で， 月 日，日韓両政府は，局長級会議を開いたが合意に至

らず決裂した。

小泉首相の韓国訪問

月 日，小泉首相は，就任後初めて韓国を日帰りで訪問した。首脳会談で小

泉首相は，日本の植民地支配に対する 心からの反省とおわび を語り，未来志

向の関係を築くため，相互協力を訴えた。金大中大統領は首相の おわび を高

く評価し，その実践を要望した。そのうえで歴史教科書問題について，日韓で共

同研究していくことが大事だとの考えを示し，北方四島沖のサンマ漁問題でもハ

イレベルの実務者協議を提唱し，小泉首相もこれに同意した。小泉首相は

年の日韓パートナーシップ宣言に基づいて将来にわたる協力をしたい と提案，

また自身の靖国神社参拝について 戦争を 度と起こしてはならないという気持

ちで犠牲者への慰霊の心を表すために参拝した。（中略）内外の人がわだかまりな

く平和の祈りをささげられる方法を懇談会で検討する と説明した。金大中大統

領は 戦争の犠牲者を慰霊するのは理解するが， 級戦犯の問題がある。それが

問題だ。わだかまりなく平和の祈りをささげる方法を日本でぜひ実現して欲し

い と要望した。

北方領土沖のサンマ漁については金大中大統領が， 日本の領土問題について

の立場を害するつもりはないが，漁民の生存権の問題だ。ハイレベルの実務者協議

をやりたい と提案し，小泉首相は 主権の問題にかかわるため，慎重な配慮が必

要だが，韓国にとって重要なのはわかる。ハイレベル協議に合意する と応じた。

日韓投資協定

また小泉首相は，同首脳会談で，両国間の投資協定について 年内に基本合意

したい と表明し，金大中大統領も 年内の締結を期待している と述べた。

月 日，東京で日韓投資協定を話し合う政府間協議が開かれ，基本合意に達

した。署名は 年に行われることになった。協定は，投資の自由化を促進し，

経済活動の緊密化を図るのがその目的で，韓国側としては，中国に流れる日本の

投資を韓国に引き付けたい狙いがある。協定では，投資後の財産や事業活動の保

護だけでなく，投資前の許可段階で国内企業と差別しない内国民待遇を与えるこ

とで合意した。

年の韓国



対ロシア

ロシアのプーチン大統領は， 月 日韓国を訪問し， 日金大中大統領と会談

した。その後共同声明を発表した。共同声明の骨子は以下のとおり。 建設的か

つ補完的なパートナー関係の持続， 両国首脳，閣僚等多様な対話と協議を促進，

貿易，投資，エネルギーなど多様な分野での協力強化， 国交樹立 周年記念

行事による両国民の理解の増進， 弾道弾迎撃ミサイル（ABM）制限条約が核兵器

削減や非核化の重要な基盤であることに同意， APECを通じた協力の強化，

年 月の南北首脳会談が，朝鮮半島の緊張緩和・平和定着の基盤と確認。

年の課題

年の金大中大統領の政治課題は，与党候補が大統領選挙に勝利し，政界に

対して引き続き影響力を持つということである。 年に大統領選挙で選出され

た盧泰愚元大統領以来，韓国では政権交代が民主的に行われてきたが，盧泰愚元

大統領や金泳三前大統領は，政権末期にその政治力を喪失し，次の政権によって

犯罪者の扱いを受けた。盧泰愚元大統領は裁判にかけられ，金泳三前大統領は経

年の課題

創造的破壊による経済の復活



済危機に陥り IMF から資金支援を受けた責任を追及され，政治的影響力を喪失

した。金大中大統領は，前任者達のこのような蹉跌を踏まないように，十全の布

石を打ってきた。それは与党が次の政権を取るだけでは不十分であり，ノーベル

平和賞の受賞はその最も大きな布石であった。これらの成果により，与党民主党

がたとえ次の政権を担うことがないとしても，金大中大統領は初めて政治力を喪

失することなく，大統領を終えても政治家として生き残ることができる。その点

で， 年は金大中大統領にとっての最後のハードルとなる重要な年である。

金大中大統領が政治生命を絶たれることなく，大統領を退任するためには，金

泳三前大統領のように経済が混乱したり，汚職事件が発覚したりすることがない

ようにするのはもちろん重要である。そのためにはやはり，盧泰愚元大統領や金

泳三前大統領のように政権末期にレームダック化することのないように 年の

経済を安定した成長軌道に乗せてバトンタッチする必要がある。幸い， 年は

ワールドカップを前半にひかえ，その経済効果は大きい。また 月には釜山でア

ジアゲームが開催され，その経済効果も期待される。他方，これらのイベントお

よび内需の堅調な拡大に支えられ，経済は低迷よりむしろ消費の過熱による物価

の上昇が危惧される。

（地域研究第 部主任研究員）

年の韓国



鮮半島・北東アジア情勢，経済協力推進につ

いて首脳会談開催。 韓ロ共同声明 発表。

外換銀行等債権銀行団，現代建設に対す

る海外工事受注のための支払保証等，追加的

資金支援計画を発表。

日 在韓米軍地位協定の改正案が国会を

通過。

月 日 独立記念日。マスコミは日本の教

科書問題を非難。

日 現代グループの高麗産業開発（住宅

建設），不渡りを出して倒産。

日 アメリカ訪問の金大中大統領，ブッ

シュ大統領と会談。対北朝鮮政策を中心に協

議。

日 第 回南北閣僚級会談，北朝鮮の事

情で突然延期。

日 現代グループ債権銀行団，現代電子，

現代建設，現代石油化学への追加支援策を発

表。

日 崔善政保険社会部長官，医薬分業の

混乱の責任を取り辞任。後任に金元吉議員。

現代グループ創始者鄭周永前名誉会長死

去。

日 第 回日韓投資協定会議開催（ソウ

ル， 日）。

日 第 次内閣改造実施。

日 仁川新国際空港，開港。

月 日 公正取引委員会，資産総額基準の

大企業集団 を指定。 ， 位の順序が

逆転して 位三星， 位現代。

日 ウリ金融持株会社（ハンビット銀行，

慶南銀行，平和銀行，光州銀行，ハナロ総合

金融）発足。

韓国電力，発電子会社 社を分離して正

式発足。

日 政府，株安で緊急対策発表。年金基

月

月

重要日誌重要日誌 韓 国 年韓 国 年

月 日 大日本印刷，資本金 億 の

％出資子会社設立。

日 第一精糖，ポーラ化粧品と化粧品に

関する技術提携締結。

LG日立，韓国ヒューレットパッカード

社と IT 関連分野で提携。

日 金大中大統領，年頭記者会見。

アメリカ， 年にアメリカ軍が住民を

射殺した老斤里事件を公式に謝罪。

日 カルドーソ・ブラジル大統領，来訪。

日 最高裁， 落選運動は選挙法違反行

為 と判決言渡し。

日 第 回南北赤十字会談開催。南北各

人の生死確認名簿の交換合意。

月 日 産銀キャピタル，日本の あおぞ

ら銀行 と提携。

日 第 回南北電力実務協議会実施（

日）。

日 韓国富士通，韓国マイクロソフトと

サーバー市場攻略で提携。

第 回南北軍事実務会談開催。地雷除去

方法等 項目合意。

日 労使政委員会 組合専従者の賃金支

払罰則 適用を 年延長で合意。

日 韓国労働組合総連盟，平均 ％の

ベースアップ要求を決定。

モンゴルのバガバンディ大統領，来訪。

日 韓進海運，川崎汽船とアジア欧州航

路相互利用等で提携。

日 第 回南北離散家族相互訪問実施

（ 日）。

日 年の財政収支が 年ぶりに黒字。

日 韓国経営者総協会，賃上げガイドラ

インを ％に確定。

年の南北貿易，初めて 億 を突破。

日 ロシアのプーチン大統領，来訪，朝

月

月



金 兆 を株式市場に投入。

日 政府，景気てこ入れのための総合経

済対策策定。

日 政府，教科書問題で崔相龍駐日大使

に一時帰国命令。

日 金大中大統領，表敬日本財界人に歴

史教科書の再修正を要求。

日 安建会計法人，大宇自動車の 年

の純損益 兆 ，資産 兆 ，負債 兆

増の 兆 で存続疑問の報告書発表。

韓国開発研究院， 年の GDP 成長率，

％から ％へ下方修正。

日 IEA（国際エネルギー機構），韓国

を 番目の加盟国として承認。

日 国民銀行と住宅銀行，労組の反発で

遅延していた合併本契約を締結。新銀行名

国民銀行 。 年 月 日発足予定。

日 韓国と中国， 投資協力委員会 設

置で合意。

月 日 北朝鮮を訪問した EU 代表団（団

長ペーション・スウェーデン首相），空路ソ

ウル入りし来訪。金大中大統領と首脳会談。

日 政府，歴史教科書問題で 項目の是

正要求を駐韓日本大使に正式に伝達。

日 アメリカのアーミテージ国務長官，

ブッシュ大統領の親書を携え来訪。アメリカ

の外交防衛政策について金大中大統領と協議。

日 ソウル地裁，東亜建設に破産宣言。

日 全国経済人連合会， 分野 項目の

財閥規制緩和を要求。

日 金融監督院，主債権銀行の管理対象

企業上位 社を 大主債務系列会社 とし

て発表。

日 月の失業率， 万人を割込み

％に改善。

日 現代建設の減資が確定。

日 安東洙を法務部長官に任命。

月

日 安東洙法務部長官更迭，後任に崔慶

元・元法務部次官。

産業資源部，韓国電力民営化支援のため

韓国電力と発電子会社 社の内外の負債 兆

億 に産業銀行の支払保証を決定。

日 李鵬中国全国人民代表大会常務委員

長，来訪。金大中大統領と会談。

日 北京での ASEM外相会議で韓昇洙

韓国外相と田中真紀子外相，会談。

日 第 回韓国・ EU 造船交渉。 EU，

韓国船価の受注価格引上げを要求（ソウル）。

日 GM，大宇自動車買収の条件を債権

団に提示。焦点は価格と富平工場の扱い。

日 与党民主党，若手議員の指導部批判

で議員集会開催。

月 日 韓米外相会談（ワシントン）。アメ

リカの北朝鮮政策について。

民主労働総連盟傘下の大韓航空，アシア

ナ航空の労組，ストライキに突入。

日 ソウル地裁，大韓通運の整理案を確

定。

日 韓国観光公社，現代グループの金剛

山観光事業へ資金支援を決定。

日 訪米中の金東信国防長官，対北朝鮮

政策等について米国防長官と会談。

中国訪問中の李漢東総理，江沢民国家主

席を表敬訪問。

公正取引委員会，マスコミ 社を不正内

部取引で摘発，総額 億 の課徴金を課す。

川崎製鉄，東国製鋼の株式引受けに合意，

契約締結。 億 を支払う。

日 斗山， OBビール株式 ％をオラン

ダの投資会社に 億 で売却。

日 日本，北方四島周辺漁業問題で抗議。

日 第 回韓国， EU 造船交渉決裂（ベ

ルギー）。

国会環境労働委員会が母性保護 法（労

月

韓 国



働基準法，男女雇用平等法，雇用保険法）の

改正案を決議。

日 国税庁，全国紙 社（朝鮮日報，東

亜日報，国民日報，中央日報，韓国日報，大

韓毎日）を脱税容疑で告発。

韓国観光公社，金剛山観光事業に南北交

流基金から 億 拠出を決定。

月 日 SK テレコムと SK新世紀通信，

年 月に合併を決定。

日 中国で難民認定を申請していた北朝

鮮からの亡命者 人，マニラ経由で入国。

日 日本のアニメ ドラえもん ，日本

アニメとして初めて放映される。

日 LG電子とフィリップス社，折半出

資で LGフィリップス・ディスプレイを設立。

経済長官会議でハイニックス半導体に

兆 支援等決定。

日本政府，歴史教科書 項目修正要求に

対して日本側検討結果 カ所訂正を韓国に正

式回答。金大中大統領，日本の対応に不満を

表明，対抗措置として第 段階日本文化開放

の無期限保留を発表。

日 ソウル地裁，大宇グループ元社長ら

の粉飾決算並びに違法融資に実刑判決と追徴

金支払を言渡す。

日 ASEAN地域フォーラムで日韓外相

会談。歴史教科書，小泉首相靖国神社参拝問

題等で意見交換。

日 合併する国民銀行と住宅銀行の新頭

取に金正泰住宅銀行頭取を選出。

日 日本の第一勧業銀行，韓国で第 号

の 外貨プロジェクト・ファイナンス とな

る大邱 釜山高速道路建設プロジェクトで

億 協調融資契約を締結。

月 日 現代建設およびハイニックス半導

体を現代グループ系列から分離。

仁川製鉄，社名を INI STEEL へ変更。

月

月

日 韓国銀行，偽造防止のため 年

月に新 札発行と発表。

韓国漁船，北方四島水域のサンマ漁操業

開始。日本，ロシアの対韓国操業許可は日本

の領有権侵害と両政府に抗議。

日 外交通商部，小泉首相の靖国神社参

拝に遺憾の意を表明。

日 金大中大統領，光復節（植民地解放

記念日）の挨拶で小泉首相の靖国神社参拝を

批判。

日 ベトナムのチャン・ドク・ルオン国

家主席が国交樹立後初めて来訪（ 日）。経

済協力等 項目の共同声明を発表。

日 経済危機で IMF から導入した借入

金 億 を 年前倒して全額償還。

現代投資証券， 兆 億 で AIG に

売却。

日 現代モービル，アルパイン株式会社

と包括的技術協力契約を締結。

日 大宇自動車， 無紛糾，無争議 の

労使合意宣言文を発表。

月 日 国会，林東源統一部長官解任決議

案を可決。

日 内閣一部改造。林東源統一部長官留

任。

日韓 FTA ビジネス・フォーラム 合

同会議開催（ソウル）。

日 第 回南北閣僚級会談実施。京義線

連結，電力支援，開城工業団地創設問題，総

書記訪韓問題等（ 日）。

日 サンマ漁，漁獲割り当て問題等で日

韓の水産当局者会談を実施。

日 コーロン社， 年 月にコーロン

スポーツ，コーロン商事，コーロン IC の

社に分割と発表。

大宇自動車債権団， GMと売却の覚書

締結。

月

年 重要日誌



日 大韓貿易振興公社，名称を KOTRA

で統一と発表。

日 政府， 年予算案 兆 億

を国会提出。

日 安正男建設交通部長官，辞任。後任

に林寅澤就任。

月 日 韓国銀行， 月末外貨保有高が初

めて 億 突破と発表。

日 南北離散家族，相互訪問。

日 小泉首相，日帰りで初の訪韓。金大

中大統領と会談。

日 統計庁， 年 月の失業率は，金

融危機後の最低を記録， ％と発表。

日 金大中大統領，上海 APEC 首脳会

合参加のため訪中。期間中，日韓首脳会談，

韓米首脳会談。

日 豊山と日鉱金属，ステンレス加工の

合弁企業設立。

日 ロッテ建設，日本の横浜市養護学校

新築を受注。

日 韓国タバコ人参公社，株式 ％を海

外に 億 で売却。

東京モーターショー に現代自動車，

初出展。

日 国会議員補欠選挙， 選挙区で野党

ハンナラ党全勝。

日 銀行債権団，ハイニックス経営正常

化のため 億 を新規融資， 兆 の債権

の株式転換等の支援を決定。

月 日 韓中経済担当大臣会談開催。

日 金大中大統領， ASEAN 首脳会

議に出席（ブルネイ）。会期中に小泉首相，朱

鎔基首相と カ国首脳会談。

月

月

ホンダ，資本金 億 （ホンダ ％出資）

の二輪車販売現地法人 ホンダ・モーターサ

イクル・コリア 設立。

日 金大中大統領，補欠選挙の敗北の責

任を取り，与党新千年民主党の総裁を辞任。

三井住友海上火災保険，韓国支店新設。

万都，ダイムラークライスラー向け部品

（ 万 ）を受注。

日 第 回南北閣僚会議実施（ 月

日，金剛山）。

日 国会，特別消費税引下げの法案可決。

日 三菱電機，資本金 億 でエレベー

ター分野の韓国現地法人 韓国三菱エレベー

ター の設立を発表。

日 全国経済人連合会，経団連との第

回 日韓財界会議 で FTA 締結に向け相互

協力することで一致。

日 金融監督院，都市銀行の収益が過去

最高の 兆 と発表。

月 日 金大中大統領，欧州（イギリス，

ノルウェー，ハンガリー，フランス）訪問。

日 ウリ金融株式会社がハンビット証券

等国内の証券会社のM Aを推進。

日 政府， 年 月 日から光陽港を

関税自由地域に指定。

日 財政経済部， 月の対外債務 億

と発表。

日 国会の財政経済委員会， 年から

総合所得税を ％引下げ，所得控除率を ％

拡大。

日 平和銀行が分割合併へ。銀行部門は

ハンビット銀行に譲渡。

月

韓 国



参考資料参考資料 韓 国 年韓 国 年
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（出所） 青瓦台ホームページ（http www.cmd.go.kr korean index.php）。



大統領 金大中

大統領府直属機関

大統領警護室長 安周燮

監査院長 李種南

国家情報院長 辛 建

中小企業特別委員会委員長 韓 晧

中央人事委員会委員長 金光雄

大統領秘書室

大統領秘書室長 田允

政策企画首席秘書官 金振杓

政務首席秘書官 趙淳容

経済首席秘書官 韓悳洙

外交安保首席秘書官 任晟準

教育文化首席秘書官 永達

福祉労働首席秘書官 金相男

公報首席秘書官 朴仙淑

民政首席秘書官 李載

内 閣

国務総理 李漢東

国務総理直属機関

国務総理秘書室長 李澤錫

国務総理国務調整室室長 金昊植

金融監督委員会委員長 李瑾榮

企画予算処長官 張丞

公正取引委員会委員長 李南基

法制処長官 朴燦柱

国家報勲処処長 李在達

非常企画委員会委員長 李在寛

外交通商部長官 崔成泓

財政経済部長官 陳 稔

法務部長官 宋正鎬

統一部長官 丁世鉉

国防部長官 金東信

行政自治部長官 李根植

教育人的資源部長官 李相周

科学技術部長官 蔡永福

文化観光部長官 南宮鎮

農林部長官 金東泰

海洋水産部長官 柳三男

産業資源部長官 辛国煥

情報通信部長官 梁承澤

建設交通部長官 林寅澤

保健福祉部長官 李泰馥

環境部長官 金明子

労働部長官 方 錫

女性部長官 韓明淑

軍

合同参謀議長 李南信

陸軍参謀総長 金判圭

海軍参謀総長 張正吉

空軍参謀総長 金大郁
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年 参考資料

財閥の業種交換（その他）
業種 計画 年末 年

半導体 現代電子と LG 半導体が
合併

月 LG が株式の ％を
現代に譲渡。ハイニック
スと名称変更

赤字，一部設備を売却，
銀行支援

石油化学 三星総合化学と現代石油
化学が統合，外国資本を
誘致

人員削減計画 ％

三星総合化学， 年
月大山団地内にある空気
分離設備を英国の BOCに
売却する契約を締結
現代石油化学，設備の一
部を売却

統合を断念

現代石油化学，経営が悪
化，資金支援

航空機 現代宇宙航空，三星航空，
大宇重工業の 社を統合
後外資誘致
人員削減規模 ％

現代宇宙航空，三星航空，
大宇重工業の 社を統合
法人設立交渉妥結

鉄道車輌 現代精工，大宇重工業，
韓進重工業の 社を統合
後，外資誘致
人員削減規模 ％

社統合後，韓国鉄道車
輌株式会社として発足

発電設備 現代重工業と韓国重工業
の発電設備部門を統合

三星重工業，韓国重工業
に発電設備を移管。現代
重工業が，韓国重工業に
経営権譲渡

船舶用エンジン 三星重工業の船舶用エン
ジンおよびボイラー施設
を韓国重工業に移管

三星重工業，韓国重工業
に船舶用エンジンを移管，
韓国重工業はこれを別法
人として設立

石油精製 現代がハンファの精油部
門を引受け，外資の誘致

現代がハンファの精油部
門買収交渉妥結

自動車 ・現代自動車，起亜自動
車を吸収

・三星自動車と大宇電子
の交換

・三星，倒産

起亜自動車，法定管理解
除
ルノー買収，新法人とし
て発足

業種 計画 年末 年末
鉄鋼 江原産業と仁川製鉄，合

併
江原産業と仁川製鉄が合
併。世界第 位の電気炉
企業に

川崎製鉄が，現代鋼管に
投資

三美特殊鋼，昌原の特殊
鋼を浦項総合製鉄に売却，
昌原特殊鋼として別会社
へ

三美特殊鋼も仁川製鉄に
売却されたが， 年
月，会社更生法の適用を
受け，正常化した
倒産した起亜特殊鋼，炭
素鋼，合金鋼に特化して
昌原特殊鋼と合併

倒産した韓宝鉄鋼工業，
アメリカの投資会社（ネイ
バース・コンソーシアム）
へ売却

倒産した韓宝鉄鋼工業，
売却に失敗

浦項総合製鉄，新日鉄に
株式の持合いを提案。川
崎製鉄，東国製鋼の株式
引受け



主要統計主要統計 韓 国 年韓 国 年

基礎統計

人 口（年 央 推 計）（ 人）
労 働 力 人 口（ 人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為替レート（ ドル ウォン，市場平均）
（出所） Korea National Statistical Office, , Feb. ．

支出別国民総生産（実質 年価格） （単位 億ウォン）

消 費 支 出
政 府
民 間
総 資 本 形 成
総固定資本形成
在 庫 増 減
財・サービス輸出
財・サービス輸入
国内総生産（GDP）
統計上の不一致
GD P 成長率（％）
（出所） Bank of Korea, , May , pp. ．

産業別国内総生産（実質 年価格） （単位 億ウォン）

農業・漁業・林業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電気・ガス・水道
運 輸 ・ 通 信
卸 売 ・ 小 売
金融 保険 不動産
行 政 サ ー ビ ス
その他サービス
国内総生産（GDP）
（出所） 表 に同じ（April , pp. ）。



年 主要統計

国・地域別貿易 （単位 万ドル）

輸出 輸入 貿易収支 輸出 輸入 貿易収支 輸出 輸入 貿易収支 輸出 輸入 貿易収支
ア メ リ カ
日 本
ア ジ ア NIES
香 港
台 湾
シンガポール
A S E A N
タ イ
フィリピン
マレーシア
インドネシア
中 国
合 計

（出所） 表 に同じ（pp. ）。

国際収支 （単位 万ドル）

経 常 収 支
商品・サービス収支
商 品 収 支
輸 出
輸 入

サ ー ビ ス 収 支
所 得 収 支
経 常 移 転 収 支

資 本 収 支
投 資 収 支
直 接 投 資
証 券 投 資
そ の 他 投 資

そ の 他 資 本 収 支
外 貨 準 備 増 減
誤 差 脱 漏

（出所） 年まで表 に同じ（pp. ）， 年は韓国銀行インターネットホームページ。

国家財政 （単位 億ウォン）

財 政 収 入
支 出
収 支

純 借 入
補填財源（国内）
補填財源（外国）

（出所） 表 に同じ（pp. ）。
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